




Study from the viewpoint of marketing based on cases of  
social problem-solving acting 
 


























ン・ウッド氏は、社会貢献を取り入れたビジネスが「今後 10 年で SNS（交流
サイト）と同等の重要さを持つようになる」と指摘。特に 1980 年代から 2000
年代に生まれたミレニアル世代には欠かせないと説くiii、そして、別の観点か
らは 20 世紀はヒト、モノ、カネを集約し、規模がものをいった経済だった。














































6.  新商品の発売を応援してくれる 
7.  コストがかかる広告代理店よりも優れた広告や社内一優秀なコピーライ
ターも顔負けの説得力のある宣伝コピーを作ってくれる 
8.  会社やブランドを批判者から守ってくれる 

















察署の協力を得て、2003 年 3 月に正式発足した。調査時点（2005 年）では、





契機として、2005 年の栃木県で起きた小学 1 年生の女児殺害事件がきっか














































した 2018 年 2 月 27 日（火）の講演を拝聴した後、同年 3 月 13 日（火）に改
めてお伺いしてお話を伺った。 



























実際の参加チームの構成は当初は 10 名で一チームだったが、現在では 5 名で
一チームとしている。当日のプログラムだが、開会式後 20 から 30 分間でルール
の説明を行い、スポゴミの対象地域を発表する。その後に作戦タイムとしてどの
様にコースを回るのかなどをおこなう時間を設けている。現在は 60 分の競技だ
が、以前は 90 分でおこなっていた。そしてその競技後はゴミの計量に 20 分、表




図 4 大会のルール 
 
2010 年の日経の記事によると、東京都内のほか、大分県別府市や熊本市、浜






























また、2020 年東京五輪・パラリンピック組織委員会は 5 日、国連が定めた
「世界環境デー」に合わせ、チームに分かれて拾ったごみの量などを競うイベン
ト「スポ GOMI 大会」を東京都内で開催した。競歩男子 50 キロで昨年のリオ


















































2018 年 3 月 27 日（火）第 119 回目からウロコの「新ビジネスモデル」研究
会に株式会社セカンドファクトリーのビジネスエンゲージメントマネージャー
である千葉隆一氏が登壇され「地方発信の新たな価値創造 Farm to Table コン
セプト～小粒 IT 企業の挑戦～」というタイトルの講演を拝聴しました。後日、
千葉氏とセカンドファクトリーの副社長の斎藤善寛氏にもお話をお伺いし、補




株式会社セカンドファクトリーとは東京都府中市にあり、1998 年 1 月に創
立した会社である。資本金は 6,250 万円、従業員数は 55 名と決して大企業で
はない。 
創業者はエンジニアである現在の社長の大関興治氏とデザイナー齋藤善寛












































江ノ島に海の家＝SkyDream Shonan Beach Lounge をオープンさせた。 















































































2017 年には別の分野で NFC 対応のスマートフォンを「スマートプレート」
にタッチすると、「SkyDream Shonan Beach Lounge」のランディングページ
（LP）が開き、そこからメニュー注文画面への遷移を即し、決済用のデバイス




図 8 2018 年の SkyDream Shonan Beach Lounge 
 

















年 5 月に設立し、食品の加工・販売などを手掛け、農水産物の 6 次化を進める




る売り場「鳴門縁日」も設けているxxiii。先ほどの SkyDream Shonan Beach 
Lounge ではここでの食材を提供していた。 
なぜ、徳島県だったのかというと以前は「とくしま県産品振興戦略」という






















































国内市場規模は、前年度比 107.2％の 104 億 2,000 万円となった。内訳は、栽
培支援ソリューションが 34 億 7,200 万円（栽培支援ソリューションの内訳：
農業クラウド 13 億 7,800 万円、複合環境制御装置 16 億 5,800 万円、畜産向け
生産支援ソリューション4億3,600万円）、販売支援ソリューションが9億9,600
万円、経営支援ソリューションが 21 億円、精密農業が 36 億 5,600 万円（精密
農業の内訳：GPS ガイダンスシステム 10 億 3,500 万円、自動操舵装置 26 億
2,000 万円）、農業用ロボットが 1 億 9,600 万円で、2023 年度の同市場規模は
333 億 3,900 万円まで拡大を予測しているxxivことからの有望な市場であること
がわかる。 




かがった。氏は IoT と農業を組み合わせの実践をおこなっている。 
プラントライフシステムズのホームページによると 2014 年 10 月に創立し、
プラントライフシステムズ社（以下 PLS）の本社は横浜市港北区にあり、開発








































りする時期に最適な環境をビッグデータから AI がはじき出す。1 年間の実証実
験でトマトの収穫量は 6割増となり、糖度向上で単価も 6割高まったというxxvi。 
 
 




























図 13 当日の資料（3） 
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いる貝殻を培地に使った。同町の同大の土地に 1000 平方メートルの 1 棟を建









ビスのひとつ「S3」は日本への進出当時に 1 ギガ（ギガは 10 億）バイト 0・
14 ドル程度だったが、現在は 0・023 ドルと 8 割以上安い。AWS ジャパンの
長崎忠雄社長は「多くの企業で『クラウドシフト』が起きている」と語られて




















































まず大分県別府市や宮崎県新富町など計 6 カ所で導入している。 








働ける制度を導入済み。平日の午前 6 時～午後 9 時の間で、勤務と休憩の時間
を自由に決められる。1 カ月の標準労働時間を満たせば、1 時間だけ働く日が






















なお、本論文は 2018 年 5 月 29 日（土）に行われた日本商業施設学会の第
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